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1 概要

長崎市地球温暖化対策実行計画で掲げる温室効果ガスの削減目標の達成に向けては、更なる実

効性のある取組みが求められている二のような中、脱炭素なまちづくりに向けては、地域で生

み出された良質な再生可能エネルギーを地域で活用する「エネルギーの地産地消」を図ることが

重要であることから、その実現に向けて検討を重ねてきた結果、自治体が関与する地域エネルギ

一事業体を設立しようとするもの

4

衛生費

説明

項

保健衛生費

2 事業内容

(1)検討経過

平成29年度環境省が「長崎市における地域エネルギー事業の実現可能性」について調査

を実施し、「可能性あり」との結果が示された。

平成30年度環境省調査の結果を受け、事業体構築に向けた調査検討業務を実施し、CO.削

減効果や収支シミュレーション、さらには電力供給候補施設の選定などを行

つた結果、地域エネルギー事業体を設立することによりエネルギーの地産地

消につながり、CO.削減効果や収益が発生することが確認された
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事業名

地域エネルギー

事業体出資金

令和元年度上記の結果をもとに、事業規模、事業計画等について精査するとともに、市

内関係事業者との意見交換を行った。

(2)地域工才、ルギー事業の目的と目指す姿

『再生可能エネルギーの地産地消による CO.削減と新たな脱炭素事業の創出』を図るため、

地域エネルギー事業体として小売電気事業を営む法人を設立する
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(3)事業費内訳

事業体設立出資金(留念額50,

財源内訳3

事業費
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※経済産業省の認可には概ね3~フケ月の期間を要していることから、小売開始の時期は予定。
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年間事業収支予測

項目

Ⅲ市内関係事業者等との意見交換

●市内事業者約20,000社のうち、長崎商工会議所や長崎海洋産業クラスター形成協議会などの協力
を得て、エネルギーに関連する事業者約1,000社に意見交換会への参加について周知を行った結果、
関心のある事業者が参加。

●市内事業者、電力会社、金融機関、商工団体関係者、環境団体の約20社で、事業規模、事業計画等
について意見交換を実施。(平成30年11月から令和元年6月薮でに4回開催。別途、個別にも協議
を実施)

●電力・プラント製造業、バイオマス関連業、ガス供給業、金融機関の計7社が賛同予定。
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廃棄物処理施設(東西工場)及び
太陽光発電施設(三京肋、ソ・ラ・、学
校等公共施設)で発電しだ電力を、
市有施設のうち高圧低負荷※施設と
小中学校全ての212施設へ供給す
る。

市有施設の全電力使用の約37%
を賄う規模となる。

※高圧・・・供給電圧が600OV以上の契
約のこと。

※低負荷・、・一日の中で電気を使う時と使
わ恋い時の差が大きいこと。

法人形態

本金

(出資金)

市場売払

余剰インパランス

低圧

高圧以上

調達及び供給からシミユレーションした収支予測
の結果、 1,たエノ :、' 1ili ,,、.二■■.闘

となった。

売上の7億9800万円は長崎市が支払う電気料金とな
るが、現在の九州電力との契約より約7%割引を仮設
定しているため、雷気料余の削減額は約6.400万円と
なる見込み。

供給元

電力会社 0'1,.1皿オ])

地域1机ギ・事業体

公民連携による株式会社

5,000万円

設立時の運転金として13億円
まかなうこととなるため、自己
円とした。

出資者及ぴ
出資比率

40.758,173

市民

地域エネルギー事業体

CO,排出係数

tイ刃, kwh

長崎市 35%、残る65%を民間出資

環境エネルギー産業
の活性化

事者

0.000483

事業計画

設立予定日

運営計画

0.000169

CO,排出量

tco.年

民間主体を原則とするが、事業の公益性を担保するため、筆頭株主かつ長崎市が会社の重要
事項の否決権を持つ1 3以上を保有する。
地方自治法の規定により、 25%以上を保有していることで事業体の監査をすることができる

35%

(事業経の約2ケ月分)が必要であり、出'金及び借入金で
本比率等も考し、出'金を5ρ00万円、借入金を8ρ00万

19,686

6,901

V 利益の使途

①地元企業と連携した新たな脱炭素事業の実施
②市民の再省蓄エネ支援に活用

・経営の安定化を図るため、まずは必要な内部留保を優先し、当面は無配当とする。
・配当については、十分な内部留保が確保できた後に開始時期や金額について出資者と検討する。

Ⅵまとめ

令和2年3月予定(事業開始は令和2年10月~)

設立当初は、小売電気事業の主たる業務である需給管理業務については一部外部委
託とし、必要最小限の雇用とするが、将来の内製化へ向けて人材育成を行い、雇用
の創出を目指す。

CO,削減豊

tイカ.年

12,785

約13,ooot・CO.邱の削減。

(平成30年度長崎市役所CO.
排出の約15%に相当)

九
州
電
力

送
配
電
事
業
者

電
力

或
工

1
 
事
業



(参考)

収益の使途①地元企業と連携した新たな脱炭素事業の例

他都市事例地域:複数地域で展開中分野:省エネ

・小売電気事業で収集したデータも活用して公共施設の省エネ診断~設置までを一括で提供

・サービス料は省エネによる電気代削減額で賄うため、自治体側は実質ゼロ負担

(サービス期間終了後は省エネ効果が全てメリットとなる)

伊】'こなんウルトラパワ一株式会社(滋県湖南市)
中学校体育館への正D照明入

1省エネ診断の実施

2省エネ機器交換

3電気代削減額=サービス料

収益の使途②市民の再省蓄エネ支援の例

・事業体の収益から一定額をエコライフ基金に寄附。
※収益のν3 (上限3,000万円)など

・エコライフ基金から市民へ還元する事業を行う。

他都市事例●電気自動車、外部給電器(V2H※)購入補助

・平常時はエコカーとして使用し、家庭用蓄電池として活用することで、脱炭素社会の実現に貢献
する。

・熊本地震や北海道大規模停電、台風被害のあった千葉県においても電気自動車が非常用電源とし
て活躍した。

中学校体育館へのLED照明入

a陣電のときでも

ユクルマから家忙給電

■

出典バシフィックコンサルタンツ

出典 (ーキ士)次世代自動車振興センター

V2H

襖暑

分電

※V2H・・vehicletoHomeの略で、電気自動車
に蓄えた電気を家で使う仕組みのこと
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